
なお，工学的な性能基準に基づく火災安全設計の考え方と具体例は，第 14章（14・4工学

的火災安全性評価の基準と手法）に説明されている．

（志田　弘二）

（志田　弘二）

きた．

一般財団法人日本建築センターの防災計画評定で一般的に用いられている避難計算の方法

は，避難所要時間の推計値が許容避難時間（tc に相当する時間）を超過しないことを確認す

る方法であり，許容避難時間の理論的な根拠に曖昧さが残るが，“避難”と“火災進展”を

比較する方法の一つと考えられる．

きた． G. や H.）のような例がある．

なお，米国では，決定論的な手法を Fire Hazard Analysis，確率論的な手法を Fire Risk 
Analysisと呼んで区別している3）．

図 19・1は，火災危険度評価のための概念フローの例である．設計者や建物管理者（オー

ナー）が提示する入力条件（建築・設備に関する設計図面，管理・利用計画）を基に火災危

険度（R）を計算し，この Rが許容値を下回るように入力条件の改良を繰り返すことで火災

安全設計（既存建築物の改修も含めて）を進

めることを示している．

近づける設計の改良はするものの，どこまで危険度が 0に近づけば安全と判断するかの基

準，つまり“許容値”が必要となる．なお，許容値を下回るのはいわば最低限の要求であっ

て，危険度がより小さい設計にするか否かは，建物管理者・設計者（さらには利用者）がコ

ストなども考慮して総合判断する必要がある．

（志田　弘二）
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する傾向がある．確率論的な手法として G．項22）と関連する文献 10），23）～ 26），H．項27～33）

などがある．

IRの各要素は，Hが自己救助（self rescue）の可能性，Dが単位面積当り（ならびに建

物全体）の損失金額でランク分けされ得点化（1～ 2の範囲）されている．Fは，Hと Dに

影響を与える要素として組み込まれており，発煙する材料の量をランク分けし得点化してい

る．

（志田　弘二）

老人ホームに適用した実例（19・1・4（ 1））で後述するので以下は概要のみ述べる．
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表 19・1

火災は，火気の熱が何らかの契機で可燃物に伝搬し着火をもたらすことで生じる．そ

こで，3つのパラメーター（α，β，γ）を設定し，次式のようにこれらの積（K）で

出火防止性能を評価している．

（19・1，19・3，19・4節）と火災保険

の立場での手法（19・2節）に大きく分類した．前者の手法を適用する場は，建築設計，消

防活動，防火管理がある．後者は，火災の発生に備えた保険料の支払いによって，火災後の

管理者の経済的な負担を下げる視点からの評価である．
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辻本9）は，危険度の経年的な減少の程度と危険度の感じ方に関する心理調査の結果を基に，

図 19・2　火災危険度 Rの計算過程の概念図10）
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前記 B．の NBSの評価法の影響を受けている．NBSの手法を

英国の病院に適用したが，空間の設計手法の違いなどのため満足できる評価となる病院がな

かったことを契機に，英国向けに独自の手法を開発した．

1

18

ンク

第 19章　火災の分析と評価の方法

Rを推計できれば，

安全対策が異なる空間の相互比較が容易となる．

B．危険の大きさ（D）と危険の発生する頻度（F）

と C．が重要な点である．
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発になった．初期の段階は，前述した，安全対策の効果として相対的な得点を与える方法

が主流である．これに属する手法はヨーロッパで多く提案されており，最初の提案はM. 

Gretenerの手法（1968年）といわれている．M. Gretenerの手法は，潜在的火災危険（P）

と安全対策のレベル（M）の商（P/M）を火災危険度（R）としている．PやMを求める

具体的な要素や計算方法を発展させた手法として A．項11）と文献 12），13）などがある．米

国では，B．項14）の NBSの手法が P/Mとするのではなく大小比較（P≦M）としているが，

M/P≧ 1の意味であり考え方は同じである．

C．項15），文献 16），17）などは，各要素 iの得点（xi）と危険減少への寄与の程度（ai）の

積の総和（Σ ai・xi）を火災危険度とする手法である．

また，D．項18）と E．項19）は，式（19・1）の Dや Fの減少効果を，一部の安全対策に関して

は間隔尺度で計算しているが，最終的には，火災危険度は順序尺度として求められている．

さらに F．項20, 21）は，安全対策の成功確率を求める手法の代表例である．

34）～ 43）などの手法が提案されている．また，

火災危険度評価手法を総合的に解説した文献 38）が参考となる．

するために，図 19・3に示す火災危険度を建物危険（GR）と建物内危険（IR）に分けて算

定している．Pについては 5要素，Mについては 2要素を設定している．それぞれの要素

には数ランクの水準が設定され得点が与えられている．

険が公共の福祉に反する（病院火災など）危険度は，現代（1965（昭和 40）年代～ 1985
（昭和 60）年代）の日本では減少を続けていることを確認している．
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